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HEV、PHEV で揃えるため）。具体的には、台上試験

装置の負荷設定を車重 1530 kg から 1477 kg へ変更

し、CS 状態で走行した時の燃費を HEV の燃費とし

た。 
３．３．一日平均トリップ長分布を考慮した PHEV
のCO2削減量の試算 
前節で取得した値をもとに HEV から PHEV に乗

り換えることで削減される車両 1 台当たりの CO2排

出量について試算した。試算結果と一日の平均トリッ

プ長（以下トリップ長という）の関係について図 2 に

示す。また図 2 には、削減量の平均値の試算のために、

ユーティリティーファクター（以下 UF という）注１）

（縦軸右）を同時に記載した。 
削減される CO2排出量は、トリップ長 26.4 km ま

で急激に増加し（最大削減量 2.44 t-CO2）、その後緩

やかに減少した。これは、トリップ長 0–26.4 km で

は、PHEVはEV走行をしており、HEVに比べ約14%
排出を抑えることができるためである注１）。一方、26.4 
km 以降では、両車両ともハイブリッド走行している

ものの PHEV の方が電池の積載量増加により車両重

量が重く、PHEV は HEV に比べ約 2%増しで CO2を

排出しているため、削減量が徐々に減少することとな

った。 
続いて、UF とトリップ長の関係をもとに、HEV

からPHEV へ乗り換えることでCO2排出削減が期待

されるドライバーを、削減量が大きい方から 4 割選択

し、乗り換えによる削減量の平均値を試算した。削減

量が大きい方から 4 割のドライバーはトリップ長が

20–80 km のドライバーで（図 2）、その削減量平均は

2.24 t-CO2であった。これにより、上位 4 割のドライ

バーが乗り換えた場合でも最大削減量の約 9 割以上

の CO2排出削減が期待できると試算された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．４．バッテリパック由来の排出許容量への換算 
前節で試算した値をもとに、バッテリパック由来の

排出許容量を試算した。今回のケーススタディーで

は、増加したパック重量を 53 kg と設定しているた

め、単位重量あたりの排出許容量は 42.2 kg-CO2/ 
kg-pack と試算された（図 3）。（ただし、これは電力

の排出原単位 0.55 kg-CO2/kWh で計算した時の結果

であり、電力ミックスの変更などにより原単位が変更

になれば結果も変化する。）バッテリパックの製造・

廃棄にかかる CO2 排出が上記の値以下であれば、

PHEV に乗り換えることで自動車のライフサイクル

全体を通して CO2排出削減をしていることとなる。 
 
 

 
 
 

４． まとめ 
本報告では、PHEV の燃費改善効果とバッテリ製

造・廃棄を考慮した総合的な CO2 の排出評価の考え

方の一例として、バッテリパック単位重量当たりの

CO2排出許容量を試算した。今後、バッテリパックの

製造・廃棄にかかる CO2 を調査し、ライフサイクル

全体を通して、HEV から PHEV への乗り換えがどの

程度 CO2 排出削減に貢献するか等の検証を進めてい

く予定である。 
注 1）国内のトリップ長の分布をもとに作成された累積

相対度数 
注 2）EV 走行由来の CO2排出とは充電（＝発電所での

発電）に由来する CO2排出のことを指している。境

界条件をライフサイクル全体と設定していること

により算出されるものであり、車両テールパイプか

ら CO2が排出されているということではない。 
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１．はじめに 
騒音に係る環境基準の達成率は、全体として緩やか

な改善傾向にあるものの、幹線道路の近接空間等では

引き続き厳しい状況にある。現状の環境騒音は、図 1
に示す通り、マイクロホン 1 本で測定されているた

め、道路全体の騒音レベルはわかっても、個々の車両

が発する騒音レベルを測定することはできない。その

ため、基準超過となる要因までは把握することはでき

ない。そこで本研究では、個々の騒音源を分離して計

測し音源別に系統立てて評価を行うことが可能なシ

ステムの構築を行うことを目的とする。このように音

源別に寄与率の評価を行うことにより、対策すべき優

先順位をつけることが可能となる。 
 図 2 に、製作するシステムの概要を示す。システム

は、マイクロホンアレイとカメラを用いて、自動車の

騒音発生部位別に騒音を評価可能とする。これまでに

筆者らが開発を行った道路交通騒音の可視化装置 1）

は、道路の片側に設置するのみであったため、複数車

線を対象とした測定を行うことは不得手であった。し

かしここでは、はじめから複数車線での測定を想定し

システム構成を考案した。音源探査は、マイクロホン

アレイにて挟まれる垂直断面内についてのみ実施し、

その評価を行う。得られた音源情報は、別途、カメラ

にて撮影された画像より、画像処理を行い、音源発生

部位と組み合わせてデータを扱う予定である。 
 本稿では、まずは、従来よりも高い精度が求められ

る音源探査法について検討を行ったので、その結果に

ついて述べる。また、開発の第一段階としてプロトタ

イプシステムを構築し、低速走行を行う車両を対象と

した検証試験を行ったので、その結果を紹介する。 

 

図 2 システム概念図 
 

２．反射波を考慮した音源探査法 
 本研究では、音源位置特定精度を向上すべく、従来

は音源からの直接波のみ考慮されていた手法を拡張

し、地面や車などの障害物による反射を考慮したビー

ムフォーミング法を採用した。 
 従来のビームフォーミング法は、扱う信号をすべて

直接波と仮定して計算を行うが、本研究では、二回反

マイクロホン

図 1 道路交通騒音の測定の様子 
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射による伝播まで考慮して計算を行うことに特徴が

ある。図 3 に、位置 S にある音源から観測点 M まで

の直接波と地面による反射波の伝播の様子を模式的

に示す。このとき、音源からパルス波が発生したと仮

定すると、各マイクロホン（図 3 の M1～4）におけ

る観測信号は、図 4 のようになる。各マイクロホンに

おいて、音源から直接到達するパルス波と地面によっ

て反射して到達するパルス波が到達経路長の差に応

じて、それぞれ時差をもって観測される。この場合、

直接波のみを考慮する従来のビームフォーミング法

による信号処理を模式的に示したのが、図 5 の上の図

である。音源位置から各マイクロホンまでの距離に基

づき信号処理を行うと、目的の信号を元の信号の 4 倍

の大きさにて信号を観測することができる。一方、図

のように反射波まで考慮して信号処理を行うと、目的

の信号を、元の信号の 8 倍の大きさにて信号を観測す

ることができる。なお、S の位置に音源が存在しない

場合、図 5 の下の図のように信号が重なり合わず強調

された信号として観測することができない。このよう

に、加味する伝達経路の数が増えると、より S/N の高

い計測を行うことができる。なお、ここでは説明のた

めに一回の反射までの扱いとしたが、多数回の反射で

あっても、計算は複雑にはなるものの、同じ原理が成

り立つ。 
 本研究では、二回の反射までを考慮したビームフォ

ーミング法を用い、伝達経路は虚像法によって求め

た。このような反射を考慮したビームフォーミング法

を実行するにあたっては、反射物の位置と断面形状は

既知であることを前提とする。また本研究では、音の

反射は完全反射と仮定しており、回折や距離減衰は考

慮していない。 

位置 S

M1

M2

M3

M4

パルス波

直接波 反射波
時間

 
図 4 発生パルス波と各点における観測信号 

 

直接波のみ考慮

反射波まで考慮
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図 5 各条件における信号処理結果の模式図 
（図中の数字は、信号の相対的な大きさを示す） 

 
３．スピーカー試験 

実際の環境下において、反射波まで考慮したビーム

フォーミング法の有効性を検証すべく、スピーカーを

用いた基礎試験を実施した。図 6 にスピーカー試験の

様子を示す。実験では、0.12m 間隔にマイクロホンを

直線状に 16 本配置したマイクロホンアレイを 2 つ用

意し、x=0.0m の地点と x=2.5m の位置にそれぞれ設

置した。2 つのマイクロホンアレイの間に、反射物（幅

0.9m×高さ 0.3m）と音源となる小型スピーカーを設

置し、スピーカーからはトーンバースト音を発生させ

た。音源探査は、マイクロホンアレイにて囲まれる垂

直断面内について実施した。 
本試験は、スピーカー位置を変えて複数の条件につ

いて実施したが、ここでは紙面の都合上、スピーカー

を反射物に接するように設置した場合のみについて、

結果を示す。図 7 は直接波のみを考慮した場合の結果

であり、図 8 は反射波まで考慮した場合の結果であ

る。いずれの結果も、同一の測定データからそれぞれ

解析を行っており、得られた騒音レベルの分布をコン

ターマップ（赤色が最も高い値）として示している。

直接波のみ考慮した場合は、障害物の壁面や地面によ
図 3 位置 S からの音の伝播模式図 
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M3

M4
位置 S

鏡像位置 S’

地⾯

 

 

る反射の影響で、実際の音源とは異なる位置が騒音の

大きな位置として現れている。一方、反射を考慮した

場合の解析結果においては、スピーカー設置位置を正

確に音源として捉えており、音源の存在しない領域で

はより騒音レベルが小さい値として示されている。従

って、反射波まで考慮したビームフォーミング法は、

従来手法よりも音源探査の空間分解能が高いことが

判明した。 

 
図 6 スピーカー試験の様子 

スピーカー位置

反射物体

 
図 7 音源探査結果（直接波のみ考慮） 

スピーカー位置

反射物体

 
図 8 音源探査結果（二回反射まで考慮） 

４．システム構成 
図 9 に製作したプロトタイプシステムの構成図を

示し、表 1 に使用した機器の一覧を示す。システムは、

マイクロホンアレイ、ラインスキャンカメラ、データ

収録装置、計測用パソコンから構成され、それぞれ一

式ずつ道路の両端に設置を行う。本システムでは、離

れた地点に設置されたマイクロホンアレイにて得ら

れたデータについて信号処理を行うことから、高精度

に同期して計測を行うため、GPS モジュールから

GPS 信号を取得して用いた。結果の解析は測定終了

後に実施することができ、反射波まで考慮したビーム

フォーミング法のみ実装した。 

GigE
GigE USB USB

ラインスキャンカメラ

マイクロホンアレイ

データ収録ユニット

PC

GPS信号  

図 9 システム構成図 
 

表 1 構成機器一覧 
品名 メーカー 型番

マイクロホン 小野測器 MI-1433
プリアンプ 小野測器 MI-3111

データ計測ユニット ナショナルインスツルメンツ
cDAW-9178NI

NI-9234
カメラ（ラインスキャンカメラ） e2v AViiVA EM1

GPSモジュール 古野電気 高性能GPSモジュール  
５．走行試験 

５．１ 実験概要 
製作したプロトタイプシステムの検証を行うべく、

低速走行時の車両を対象に、試験を実施した。図 10
に走行試験の様子を示す。マイクロホンアレイは、片

側12本のマイクロホンを0.15m間隔にて配置したも

のを、道路の両側に 1 本ずつ設置した。音源探査は、

車両中心線から1mの位置に設定した解析対象ライン

上について、40msec ごとに行った。試験は、改造の

ない標準的な乗用車 1 台が、10km/h にて走行する場

合について実施した。実験は、独立行政法人交通安全

環境研究所の敷地内にて行い、暗騒音は 48dB 程度で

あった。 
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式ずつ道路の両端に設置を行う。本システムでは、離

れた地点に設置されたマイクロホンアレイにて得ら

れたデータについて信号処理を行うことから、高精度

に同期して計測を行うため、GPS モジュールから

GPS 信号を取得して用いた。結果の解析は測定終了

後に実施することができ、反射波まで考慮したビーム

フォーミング法のみ実装した。 

GigE
GigE USB USB

ラインスキャンカメラ

マイクロホンアレイ

データ収録ユニット

PC

GPS信号  

図 9 システム構成図 
 

表 1 構成機器一覧 
品名 メーカー 型番

マイクロホン 小野測器 MI-1433
プリアンプ 小野測器 MI-3111

データ計測ユニット ナショナルインスツルメンツ
NI cDAQ-9178

NI 9234
カメラ（ラインスキャンカメラ） e2v AViiVA EM1

GPSモジュール 古野電気 高性能GPSモジュール  
５．走行試験 

５．１ 実験概要 
製作したプロトタイプシステムの検証を行うべく、

低速走行時の車両を対象に、試験を実施した。図 10
に走行試験の様子を示す。マイクロホンアレイは、片

側12本のマイクロホンを0.15m間隔にて配置したも

のを、道路の両側に 1 本ずつ設置した。音源探査は、

車両中心線から1mの位置に設定した解析対象ライン

上について、40msec ごとに行った。試験は、改造の

ない標準的な乗用車 1 台が、10km/h にて走行する場

合について実施した。実験は、独立行政法人交通安全

環境研究所の敷地内にて行い、暗騒音は 48dB 程度で

あった。 
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マイクロホンアレイ

解析対象ライン

 
図 10 走行試験の様子 

 
５．２ 実験結果 
反射波まで考慮したビームフォーミング法を実施

するためには、反射物の位置と断面寸法が既知である

必要がある。しかし、これらは今後のシステム改良に

おいて取り組む予定であるため、本稿では、車両諸元

に記載の寸法を用いて解析を行った。結果を図 11 に

示す。この結果は、図 10 の解析対象ライン上におけ

る音源分布の時間履歴とラインスキャンカメラでの

撮影画像を時系列に並べた画像を重ね合わせた図で

ある。音源分布は、騒音レベルのコンターマップで示

した。図中の横軸は時間、縦軸は高さを表す。図より、

高い騒音レベルとなっているのは、車両前後の地面周

辺であることがわかる。これは、タイヤ騒音によるも

のであり、タイヤ騒音がタイヤ前後に放出されるた

め、車両通過前後にも音源として現れていると考えら

れる。本研究では、無指向性のマイクロホンを直線状

のマイクロホンアレイとして用いているため、2 つの

マイクロホンアレイで挟む断面の外からの音も混入

し、S/N が低下したと考えられる。本研究では、音源

別に騒音を捉えて評価することを目的としているた

め、今後、時間分解能（図 11 の横軸方向の分解能）

を向上させる必要がある。 
 

６．おわりに 
 音源の位置特定精度を向上すべく、二回反射まで考

慮したビームフォーミング法を採用し、地面や車など

による反射を考慮した、道路交通騒音を対象とした騒

音源の可視化装置のプロトタイプを製作し検証を行

った。反射まで考慮したビームフォーミング法につい

ては、スピーカー試験により従来手法との比較を行

い、空間分解能が向上することを示した。また、プロ

トタイプシステムについて検証試験を行った結果、時

間分解能について、さらなる改善が必要であることが

わかった。 
 今後は、まずは、二回反射まで考慮したビームフォ

ーミング法の前提となる反射物の寸法や位置につい

て、画像処理により情報を取得できるよう、システム

改造を行う予定である。 
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図 11 走行試験結果（二回反射まで考慮したビームフォーミング法） 
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 多数の列車の運転状況記録装置データの分析による 
安全性向上への取り組み 

 
 

交通システム研究領域   ※吉永 純 
 

１．はじめに 
 平成 18 年の技術基準改正により、一定要件に該当

する列車には運転状況記録装置(以下「記録装置」と

いう。）の搭載が義務づけられた。しかし、事故や故

障等の場合以外の利用はまだ限られている。 

 航空・鉄道事故調査委員会（当時）が発出した建議

（平成19年 6月）では、事故等以外の事象についても

鉄道事業者等が必要な分析を行い事業者間で活用す

べき旨が指摘されるなど、日常運行データを安全性向

上につなげることが期待されている。しかし、普及し

ている記録装置は、映像ではなく速度やブレーキ操作

等の数字の羅列を記録するもののため、人間にとって

解釈が困難なことから、有用な情報は可視化すること

が必要と考えられる。 

 本稿は、記録装置の運行データから、実際の運行に

おけるブレーキ操作タイミングや余裕時分を推定す

る取り組みについて述べるものである。 

２．研究の方法 
２．１．研究の方法 

 急曲線部や分岐部は、曲線半径や車種等に応じて相

応の速度制限が設定され、速度制限標識が設けられ

る。運転士は標識に頼らずとも、位置・車種別の速度

に十分習熟しているが、ブレーキ操作遅れも散見さ

れ、また、平成 17 年に生じた事故を受け、曲線部の

制限速度より手前の直線部の速度が高く脱線の恐れ

がある箇所には保安装置を整備するなど、重要な箇所

では保安装置によるバックアップも進められている。 
 現状では、ブレーキ動作の遅れが何らかの状況下で

生じ想定より速く列車が進行した場合、保安装置があ

っても対処しきれずに速度超過となる可能性は残っ

ている。 
 実際の運転状況と、想定とが乖離している場合にこ

うした可能性が高まることから、事故やインシデント

の無い通常の運転データを記録装置から取り出し、曲

線部や分岐器部等の速度制限部の手前の区間が、どの

ように運行され、余裕がどの程度あるかを、同一の区

間の複数の列車のブレーキ操作の位置、そのばらつき

及びダイヤ計算上の速度曲線（以下「標準曲線」とい

う。）と比較することにより分析する。 
２．２．研究に利用する実験データについて 

 次の方式の一般的な記録装置のデータを利用する。 
（１） 各データは、200ms 毎の常時記録方式 
（２） 時計誤差は生じるが、誤差は把握可能 
（３） 運行速度は、0.5km/h 刻み(四捨五入) 
（４） 加減速操作の時刻は、操作された時刻を記録 
 なお車種によって車輪径の誤差等が考えられるた

め、同一車両の、連続する日時のデータを利用する。 
 記録装置上の時刻をもとに快速運転を行う列車（上

り９本）から同一の駅間（3 駅間：A 駅→B 駅、B 駅

→C 駅、C 駅→D 駅）をソフトウェアによって抽出す

るため、解析するデータは９本×３駅間の２７区間と

なる。なお、運転士が同一の場合も含まれている。 
３．データ解析 

３．１．運行状況の確認 

 はじめに駅発車時の遅延時分と、次駅までの所要時

分の長短を調査した。その結果、駅発車は全列車が定

刻だが、所要時分には長短の差があり（表１）、運転

士の運転傾向の差が現れている可能性がある。 
 そのため、本稿の運転曲線を示す図では、同表の色

彩により所要時分別に塗り分けて作画している。 
表１ 駅間所要時分の長短 

 
 
 
 
３．２．曲線部の減速操作 

 鉄道の運転では、運転操作が少ないことが省エネ・

乗り心地の点で望ましいため、小刻みなブレーキ力の

調整は駅部を除き通常見られない。そのため、ブレー

キを動作させた位置は、速度制限に向け減速した位置 

区間
30秒～15秒
早着（赤系色）

～0秒(定刻）
（灰色系）

～15秒遅延
（黄系色）

～30秒遅延
（青系色）

A～B駅
[該当の試番]

2列車
［4,5回目]

1列車
[6回目]

3列車
[1,2,7回目]

3列車
[3,8,9回目]

B～C駅
[該当の試番]

2列車
［4,5回目]

4列車
[2,3,7,9回目]

3列車
[1,6,8回目]

0列車

C～D駅
[該当の試番]

2列車
[4,5回目]

5列車
[2,3,6,7,9回目]

2列車
[1,8回目]

0列車




